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実効的かつ総合的な防災アクションプログラムのあり方に関する検討

―各都道府県における防災アクションプログラムと計画マネージメントー
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1.研究の背景と目的

現在、都道府県で、地域防災計画とは別に防災アクション

プログラムの策定を行う事例が増えている。発生が確実視され

る地震の被害を低減するために、1)総合的な体系を持つ防

災対策を、2)実効性を持つて、3)計画的に推進する必要があ

る、という問題意識が、多くの都道府県で防災アクションプログ

ラムが策定される背景にあると考えられる。防災対策の第一ス

テップは被害想定であり、想定される被害を着実に減少させ

ていくための計画として防災アクションプログラムが構築されて

いる。

総合的な防災対策を実効的。計画的に推進するための計

画としての防災アクションプログラムの策定を最初に行ったの

は静岡県であり、阪神。淡路大震災が発生した 1995年に策
定された0。「静岡県地震対策 300日 アクションプログラム」と

名付けられたこの計画は、「阪神・淡路大震災から得られた貴

重な教訓を元に、全部局が総力をあげて地震対策の総点検」
Dを行つた結果としてまとめられたものである。

その後、2003年 (平成 14)の「東海地震に係る地震防災対

策強化地域」(以下、東海地震強化地域)の見直しに伴い、東

海地方の県で防災アクションプログラムが策定されるようになり、

2004年 (平成 15)の「東南海・南海地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法」に基づく「東南海。南海地震防

災対策推進地域」(以下、東南海。南海推進地域)の指定に

伴い、西日本の都道府県においても防災アクションプログラム

の策定が行われるようになっている。     
｀

2003年の東海地震強化地域の見直しに伴い防災アクショ

ンプログラムを策定した東海地域の自治体では、第 1期の防
災アクションプログラムの計画期間 (5年 )の終了が近づき、第
1期の計画の反省を踏まえた上で第 2期計画の策定作業が
行われている。東南海 :南海推進地域では、現在、防災アク

ションプログラムの策定を行っている自治体も存在する。また、

政府は 2005年 (平成 17)東海地震、東南海。南海地震に関

する「地震防災戦略」を発表し、地方自治体に対して「東海地

震及び東南海 ,南海地震の地震防災戦略を踏まえて、数値

目標、達成時期、対策の内容等を明示する「地域日標」」
υの

策定を求めている。政府が自治体に対して策定を求めている

「地域目標」は本稿で検討を行う防災アクションプログラムその

ものである。

このように、現在、多くの都道府県で総合的な防災対策を

実効的・計画的に推進するための計画として防災アクションプ

ログラムが策定され、さらに政府が「地震防災戦略」に基づく

「地域目標」の策定が求めている事から、今後、多くの都道府

県、さらには市町村において防災アクションプログラムの策定

が行われる事が予想される。しかしながら、これまで防災アク

ションプログラムの策定・運用の現状、さらには具体的な防災

アクションプログラムの策定手法②について体系的に検討を行

つた研究は存在しない。

本論文は、1)「総合的な体系」、「実効性の確保」、「計画的

推進」という観点③から既存の都道府県の防災アクションプロ

グラムの内容および策定過程・運用状況の分析を行い、その

結果として明らかになつた課題を解決するという観点から 2)

筆者らのグループが計画策定支援を行った「奈良県地震防

災策アクションプログラム」9の計画内容・策定プロセスについ



ての分析を行い、総合的な防災対策を実効的・計画的に推

進するための計画としての奈良県地震防災策アクションプロ

グラムの特色を明らかにする事で、今後の各自治体における

防災アクションプログラムの策定に寄与する事を目的とする。

2.研究の方法

既存の防災アクションプログラムの現状分析は、東海地震強

化地域、東南海・南海推進地域で防災アクションプログラムの

策定を行っている主要な 6県 (静岡県、岐阜県、愛知県、三
重県、和歌山県、奈良県)の担当者に対する、1)アクションプ

ログラムの内容、2)アクションプログラムの策定過程、3)アクシ

ョンプログラムの数値目標の設定、進捗管理手法、4)アクショ

ンプログラムの計画期間終了後の防災対策の推進、5)従前

のアクションプログラムとの関連性、6)県総合計画、地域防災

計画との関係、という項目に関するヒアリング結果、並びに入

手した防災アクションプログラムの内容分析に基づき行ってい

る。内容分析については、現在までに防災アクションプログラ

ムの策定を行つている自治体①の計画書を入手し分析を行つ

た。ヒアリングを行った都道府県並びにヒアリング日程、防災ア

クションプログラムの計画書の入手を行った自治体は表 1の

通りである。

また、防災アクションプログラムの現状分析から明らかになっ

た課題をどのように解決するのかという観点から、筆者らのグ

ループが計画策定支援を行つた「奈良県地震防災策アクショ

ンプログラム」0の計画内容・策定プロセスについての分析を

行う。

3.各都道府 県の防災アクションプログラム策定状況と

計画の位置づけ

(1)各都道府県の防災アクションプログラムの策定状況

現在、防災アクションプログラム(防災アクシヨンプランと呼

ぶ自治体も存在するが、以下の防災アクションプログラムとす

る)を策定している都道府県を表 1にまとめる③。表 1は各都
道府県の計画内容の以下の項目について整理したものであ

る。1)名 称、2)計画期間、3)計画の対象 (県の行動計画 or

県民・民間組織も含 めた行動計画 )⑥ 、4)計 画 内容

(Object市 es,Polides,Programs,ProiectS)、 5)防災条例の有

無、6)成果指標の有無。

計画内容については、都道府県毎に各計画階層 (目 標 >
施策の柱 >施策 >アクション等)の名称が異なるため、本論
文では英文での名称に従い、図1に示すように各計画階層の

名称を最上位階層から順に Obiect市 es,Polたねs,Programs,

Projectsと する事とし、以下の検討では、英文名称を使用する

事とする。

表 1カちも明らかなように防災アクションプログラムの策定を

行つている都道府県は、東海地震強化地域、東南海・南海推

進地域、首都直下地震、宮城県沖地震等、地震発生確率が

高いとされる地域に集中している。

防災アクションプログラムを策定する動きとは別に「防災条

例」を策定する自治体も存在する
0。 首都圏直下地震による

被害が予想される東京都、埼玉県、東海地震強化地域である

静岡県、愛知県、岐阜県、二重県では既に防災条例が策定

されており、南海地震による被害が予想される徳島、高知県

では現在、防災条例の策定が進められている。

東京都の防災アクションプログラムである「東京都震災対策

事業計画」は、他の府県と異なり「東京都震災対策条例」の実

行計画という位置づけとなつている。東京都は、ハードな予防

対策に主眼を置く推進計画ではあつたが、1971年 (昭和 46)

に制定された「東京都震災予防条例」の事業実行計画として

1973年 (昭和 48)以 降、7次に渡って「東京都震災予防計
画」を策定してきている。

図 1戦略計画に基づく防災アクションプログラムの施策体系

(2)防災アクションプログラムの位置づけ(表 2)

岐阜県の計画は防災対策の「緊急実施計画」と位置づけに

なっており、計画の位置づけが他の都道府県とは異なるが、

それ以外の自治体では、防災アクションプログラムは、計画の

目的を、1)県全体の防災対策の施策体系を定める事 (静岡、

愛知、宮城、和歌山、東京、奈良)、 2)防災対策の実効性を

高める事 (愛知、二重、滋賀、奈良)、 としている。また、山梨

県以外の計画は、3)計画期間を定めた防災対策の行動計画

となつており、山梨県、岐阜県以外の自治体においては、防

災アクションプログラムは「総合的な防災対策を実効的・計画

的に推進するための計画」と位置づけを持っているという事が

できる。以下、「総合的な体系」、「実効性の確保」、「計画的

推進」という各都道府県の防災アクションプログラムが目的とし

ている項目が、既存の計画の中でどのように実現されている

のかについての検討を行う。

4.防災アクションプログラムと計画のマネージメント

(1)防災アクションプログラムに書かれた計画の総合性
「災害対策基本法」は、各自治体が 1)「予防対策」、2)「災

害応急対策」、3)「復旧対策」から構成される地域防災計画を

策定する事を義務づけている。しかしながらt阪神・淡路大震

災の事後対応の経験から明らかになったのは、①復興対策
り、

②事後対応を行うための体制、人的。物的資源 (ロジスティク

ス)つの重要性であつた。従って、総合的な防災対策を実施す

るためには、災害対策基本法に規定される、1)「予防対策」、

2)「 災害応急対策」、さらには 3)「復旧・復興対策」、4)「 災害

対応の体制。資源」という4つの項目(防災の 4つの目標)全
てをカバーする計画体系が必要である。すなわち、上記の 4

項目を「達成 目標」(Obiec●ves)とした防災対策の推進が総

合的な防災対策を実施する上で重要である。

表 3は各都道府県の防災アクションプログラムが規定する



表 1各都道府県における防災アクションプログラムの策定
状況。1)
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計画の「達成目標」(Obictives)を 防災の 4っの目標に従っ
て分類したものである。二重県、奈良県の計画では、先述の

防災の 4つの目標毎に「達成目標」(Objectives)を 設定して
おり、また、ほとんどの都道府県において「達成 目標」

(Objectives)レ ベルで 4つの目標全てをカバーしている。し
かしながら、滋賀県の計画では「応急対策」、宮城県、愛知県、

滋賀県の計画では「復旧・復興」が「達成自標」(Object市 e)レ

ベルでは明確に規定されておらず、こういつた自治体の計画

は戦略的総合性に欠けるものとなっている。

(2)計画の実効性確保

実効性の高い計画を策定するための標準的な手法として世

界的に利用されているのが戦略計画の枠組みに基づく計画

手法である。戦略計画の特徴として、目的手段関係の明確な

計画構造を持つ事、達成目標レベルでの業績指標を持つこ

とが挙げられる 。。また、計画策定プロセスヘのステークホル

ダーの参画も計画の実効性を高める上で重要である
。。以下、

実効性の確保という観点から戦略計画の枠組みに基づいて

都道府県の計画の分析を行う。

a)計画の構造

表 1に示すように全ての計画が、図 1の例に示すような、
Object市 e>Polities>ProgramS>PrOjectsと いう目的手段関

係の明確な、ひとまとまりの構造を持つ計画体系を持っている。

従って、計画構造の面からは全ての自治体の計画が、実効性

の高い戦略計画型の計画構成を持っているという事ができる。

b)業績指標の設定

業績指標りは「アウトカム、アウトプットの効率性、または費用

対効果について定量化でき、しかも継続性のある指標のこと」

と定義されるも具体的 には業績 目標 は、「達成 目標」

(Object市 es)の実現にその施策がどれだけ寄与するのかとい

う観点 (アウトカム指向0)から設定された数値目標であり 0、

各事業の単なる進捗状況とは異なる。

表 1に各都道府県の防災アクションプログラムにおける業績

指標の設定状況を示す。奈良県では「達成目標」(object市 eS)

毎に数値目標を設定し、設定した数値目標の達成 =「達成日

標」(Obiect市 eζ )という論理構成
。のの元に、業績指標を設定し

ている。しかしながら、その他の計画では個別の施策

(Projects)の 達成度を測定するアウトプット指標として数値目

標を設 定している自治体は存在するが、「達成 目標」

(object市 es)の達成度を測定する数値目標を設定している事

例はない。

c)計画策定プロセスヘの職員の参画

防災アクションプログラムは、図 1に示すように、設定された
「達成目標」(Objecuves)の実現を目的とした、各部局の施策

群から構成されている。従って、防災アクションプログラムを実

効性のある計画にするためには「達成目標」(Obiё ct市 es)の決

定プ■セスにも各部局の職員を参画させる事が重要である。

計画プロセスに各部局の職員が参画する事は、「自分たちで

策定した計画である」という計画に対する「我が事意識」の醸

成につながり、計画の実施に対する責任感も高まると考えら

オLる。

表 4にヒアリングを行つた6県での計画策定への職員参画
の状況を示す。各部局の職員が達成 目標の決定プロセスに

参画しているのは、奈良県のみであり、他の自治体では 1)防

災部局で決定した「達成目標」(Object市 es)を基に各部局に

事業照会 (二重県 )、 2)各部局から集まった施策を分類し「達

成目標」(Obお ct市 es)を決定、という形式で計画が策定されて

いる。2)の計画策定のプロセスは、下から事業を積み上げて

いくというこれまでの総合計画型の計画手法であり、計画項目

は「目的手段関係」に従つて整理されているが、設定した「達

成目標」(Object市 e)の達成という観点から見ると実効性が低

い計画になつていると考えられる。

(3)長期的な視野を持つた防災アクションプログラムの計画

的推進

防災対策には、建物の耐震性確保といつたハ=ドな対策を

中心にその完成に長い時間を必要とするものも存在する。防

災アクションプログラムの計画期間は表 1に示したように通常
5年程度である。防災アクションプログラムにより達成しようと
する長期的な防災戦略を明確にしておく事が重要であり、想

定される被害や社会状況の変化に適応するように実行計画を

定期的に見直していく必要がある。

また、策定された防災アクションプログラムが着実に実行さ

れていくためにはその予算的な裏付けが必要となる。長期的

なビジョンを持った防災対策の推進を行い、計画実施のため

の予算的な裏付けを確実にするためには、防災アクションプ

ログラムが、各都道府県で策定されている総合計画もしくは都

道府県の政策決定方針といつた上位計画と整合性を持つて

いる事が重要となってくる。表 4に防災アクションプログラムと
県の上位計画との関連を示す。

愛知県では、県全体が、知事が決定する「政策決定方針」

に基づき策定される(各部局のアクションプログラムをその政

策の実行計画として位置づけるという計画体系をとつている事

から、策定された防災アクションプログラムが県全体の中での

防災に関する行動計画という位置づけを持っている。また、計

画策定時に財政部局から計画期間内の予算承認を取り付け

る事で、防災アクションプログラムを予算の裏付けを持つ計画

としている。しかしながら、他の都道府県においては、防災ア

クションプログラムが、上位計画と完成に整合性を持つものと

は成つていない。

ただし、次期の計画の策定を行うている静岡県、岐阜県で

は総合計画・「政策決定方針」と明確にリンクを持った形での

防災アクションプログラムの策定を行う動きが見られる。

(4)防災アクションプログラムの課題

2002～ 2003年 (平成 13～ 14)にかけて防災アクシヨンプログ

ラムの策定を行った静岡県、岐阜県、二重県、愛知県では、

現在、防災アクションプログラムの、改訂 (岐阜県 )、 改訂作業、

が行われている。表 4に改訂計画の特徴を示す。新たな計画
の改訂に際しては、従前計画の反省を踏まえた上での計画の

策定が行われおり、以下のような改良が行われている。1)県

の上位計画との連携 (静岡、岐阜、二重、愛知 )、 2)国の防災

戦略策定を踏まえた業績目標の設定 (静岡、二重、愛知 )、 3)

総合的な計画とする(岐阜県 )、 施策の選択と集中を図る(三

重県)

ここまで既存の防災アクションプログラムについて 1)計画の

総合性、2)実効性の確保、3)長期的な視野を持った計画的

推進という観点から分析を行つてきた。その結果、現在の都道

府県の計画にはそれぞれの視点において以下のような課題

が存在する事が明らかになった。

1)計画の総合性に関しては、「復興」、「人。モノ・体制の確

保 (ロ ジスティクス)」 という項 目に対する「達成 目標」

(Obiect市 es)が設定されていない自治体がある。

2)実効性の確保に関しては、①「達成 目標」(Object市 es)

に対応する業績指標が設定されていない、②計画の策定プロ

セスヘの他部局職員の参画が図られていない。

3)長期的な視野を持った計画的推進に関して、防災アクシ

ョンプログラムにより達成しようとする長期的な防災戦略が不

明確であり、また、計画の長期的な推進、予算の確保には



表2各都道府県の防災アクションプログラムの目的(下線は筆者加筆)° 1)

表 3各都道府県の達成目標。→
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みえを目指します。
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:1攣
規ヽ模災害に事前に備え、災害発生時に迅速適切な対策を実施し、被害を最大限減らすことを目的として、今後
晨として取り組むべき施策を体系イとした行動計画を作成するものです。
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不可欠である県の上位計画 (総合計画。「政策決定方針」)と

完全に整合性がとられていない。以下の章では、上記の課題

の解決という観点から奈良県地震防災策アクションプログラム

の特質を明らかにする。

5.ステークホルダー参画型での防災アクションプログラ

ムの策定

(1)奈良県地震防災策アクションプログラム

奈良県は、20024年度 (平成 14-16)に第 2次奈良県地震
被害想定調査を行い、その被害想定結果に基づき 2005年

度 (平成 17)に防災アクションプログラムの策定作業を行つて

いる。計画の概要については表 1に示す通りであり、奈良県
の計画は、内閣府の地震防災戦略を踏まえ「大規模地震発

生時の想定人的被害 (第 2次奈良県地震被害想定調査値・
2004年 )を今後 10年間で半減」という減災目標を掲げたもの

となつている。

(2)奈良県地震防災策アクションプログラムの策定プロセス

奈良県地震防災策アクションプログラムは、図 2に示す 16
回の検討会を基に策定されている。ほとんどの検討会は部局

横断での参画型ワークショップ (以下、参画型 WS)の 手法を

取り入れて行われた。参画型での防災アクションプログラム策

III口 l::Il::ll!Ill:コ II口 lll::l!!:l日 11日
‐
|lilllll l

□  防災担当部局内部でのIS

□ 全庁的IS

⑭

④

⑬

2●|1摯1■■署maHo(● 19口 )・ |

殷:‖驚鴛I『蜆11:鷲FI
図 2奈良県地震防災策アクションプログラムの策定プロセス
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図 3「達成目標」(0町 eC」Ves)相互の関係を示す連関図



定は、1)プロジェクト立ち上げ、2)戦略計画策定、3)実行計

画策定、という3つの段階から構成され 9、 各検討会は上記 3

つの段階に対応するものである。

第 1回検討会 (2005.4.14研修会、講演会形式、県庁全体)

は、「プロジェクト立ち上げ」。「戦略計画策定」に対応するもの

であり、①総合的な防災計画の必要性を知る、②被害想定結

果を知る、ことを目的に行われ、県庁全課から 79名が出席し
て行われた。            |
第 2回検討会 (2005.4.21第 1回 AP策定作業部会、参画
型 WS、 県庁全体)は「戦略計画策定」段階に対応するもので

あり、①施策の抽出・整理、②「達成目標」(Object市 es)(奈良

県の分類では「施策の柱」)の抽出、を目的として行われた。

検討会には全課から75名が出席し、施策のアイディア出し→

整理を行い、最終的に「達成目標」(Object市 es)の抽出を行っ

た。

第 3回検討会 (5.26第 2回 AP策定作業部会、参画型
WSt県庁全体)は「戦略計画策定」段階に対応するものであり、
①「達成目標」(Object市 es)の決定、②重要 Pdides(奈良県

の分類では重要「施策」)の決定を目的に行われた。検討会

には全課から 73名 が出席し、①「達成目標」(Obiect市 es)の

承認 (第 2回検討会の成果十検討会後に行つた庁内公募事
業提案と基に最終的な整理を行つた結果得られたもの)、 ②
「達成 目標」(Object市 es)を達成するための手段としての

Pdtesの検討、③参加者の投票による重要 Pdtesの決定が
行われた。

第 4～ 13回検討会 (重要課題検討会 20055.27～ 7.4、 参
加型 WS、 関係部局)は、「戦略計画策定」段階に対応するも

のであり、計 10回行われ、①「達成目標」(Obお ct市 es)毎 に
Poltes相互の連関図の策定、②第 3回検討会で設定された
重要 Poltesについて Programs(奈良県の分類では「アクショ

ンロ標」)の決定を行う事を目的に行われた。重要課題検討

会は「達成目標」(Object市 es)毎に計 10回、関連する業務を
行つている部局の職員と専門家 (大学教員、研究者)が参加

して行われた。

第 14回検討会 (2005.7.7第 3回 AP策定作業部会、参加
型 WS、 県庁全体)は「実行計画策定」段階に対応するもので

あり、①重要課題検討会の成果の共有、②アクションプログラ

ム素案確定、③重点 PrOgramsの決定を目的として行われた。

検討会には全課から 73名 が出席し、①重要課題検討会から

生成された新たな「達成日標」(Object市 es)の承認、②重要課

題検討会の成果の共有、③投票による重要 PrOgramsの決定、

が行われ、最終的に防災アクションプログラムの素案の確定を

行つた。

第 15回検討会 (2005.8.11-12重 点アクション検討会、参画

型 WS、 防災部局)は「実行計画策定」段階に対応するもので

あり、①「達成目標」(Object市 o)相互の連関図の策定を策定

する事を目標に行われた。検討会は防災部局の担当者と専

門家が出席して行われ、図 3に示すような連関図が作成され
た。

第 16回検討会(2005.10.13重要指標検討会、参画型 WS、

防災部局)は、「実行計画策定」段階に対応するものであり①

数値目標を持つ重点 PrOjectsの 選定、②業績指標を設定す

る事を目標に行われ、業績指標となる重点 PrOjectsが 決定さ

れた。

奈良県地震防災策アクションプログラムの原案策定作業は、

上記の 16回の検討会を中心に行われたが、検討会と平行し
て、1)学識経験者によるアクションプログラム策定検討委員会

3回 (2005_7.26、 10124、 2006.2.9)、 県庁三役。部局長で構成
される地震対策推進会議 4回 (2005.4.1、 9.1、 12月 、2006年
3月 )、 総合防災監、関係課長で構成される地震対策推進調

整会議 5回 (2005,3.23、 7.21、 9.9、 2006.1.12、 3月 )、 パブリ
ックコメント(2006.2.9～)の公募が行われ、最終的に 2006年

4月 1日 から奈良県地震防災策アクションプログラムが実行
に移されている。

以下、奈良県地震防災策アクションプログラムを事例に、1)

計画の総合性の確保、2)実効性の確保、3)長期的な視野を

持つた計画的推進という点から奈良県地震防災策アクション

プログラムの特質を明らかにする。

(3)計画の総合性の確保―多様な主体によるアイディア生成

奈良県の防災アクションプログラムでは、①参画型 WS(部

局横断的に職員が参画)でのアイディア生成、②庁内公募事

業提案、③消防防災課による先進事例の収集という3つの手
段により計 2,065のアイディアが生成された (表 5)。

「達成目標」(Object市 es)は生成されたアイディアを整理す

る事により構築された。また、生成されたアイデイアは「達成目

標」(Obiect市 es)を実行する「手段」としての下位施策の検討

にも利用され、生成されたアイディアの整理+追加的なアイデ
ィア生成を行う、というプロセスで下位施策の検討が行われた。

奈良県地震防災策アクシヨンプログラムの「復興」、「人。モ

ノ・体制の確保 (ロジスティクス)」 という項目に対する「達成目

標」(Object市 es)も含むという計画の総合性は、多様なソース

から生成された 2,065と いう大量のアイディアに基づき「達成

目標」(Object市 es)を構築するという策定プロセスを行う事によ

り確保されていると考えられる。

表 5奈良県地震防災策アクションプログラム策定に係わる
アイディア生成

(4)実効性の確保

a)業績指標の策定
「達成目標」(Object市 eS)レベルでの数値目標の設定 (業績

指標の設定)を行つている都道府県は奈良県のみであり、業

績指標の設定は戦略計画の枠組みに基づく防災アクションプ

ログラムを策定する上での最大の難関である。奈良県の「達成

目標」(Object市 es)の内容は、表 1に示すように、「1.地震に
強い県土をつくる」、「2.地域の防災力を向上させる」、…「6.

復興を視野に入れる」という内容であり、直接、その達成を数

値で示す事が難しいものとなっている。これは他府県も同様で

あり、この事が業績指標の設定を困難にしている原因であると

考えられる。奈良県では、この問題を解決するために重点課

題検討会で作成した「達成目標」(Object市 es)毎の施策連関

図を利用し、業績指標を設定する手法の開発を行つた。
「達成 目標」(Object市 es)を達成するためには、論理的に

は、その根本にある施策 (Polたes)(=コアとなる課題)(図 3)

から進めていく必要がある。各 Pdtesレベルの「コアとなる課
題」に数値を設定し、その施策を行う事が「達成 日標」

(Object市 es)の達成を担保しているという事を論理的に説明

専門家による研究成
果、他府県のアクショ



する事は可能である。

各「達成目標」(Obiect市 es)の施策連関図を用い、その根

本にある施策 (Poucesレベル)(=コアとなる課題 )を抽出し、

各コアとなるPohcy毎に数値目標を設定する、という手法を用
いる事により、「達成目標」(ObjeCt市 es)の達成を担保しながら

具体的な施策レベルでの数値目標の設定を行う事を可能とし

た。

論理的には、設定された「達成目標」(Obiect市 es)の実現

には、その根本にある施策 (Pdtesレベル)(=コ アとなる課

題)の達成が最も重要であるが、行政的には社会的な要請に

基づき、直ぐに解決する必要のある課題も存在する。

奈良県の事例では「長い時間を必要とする「予防対策」は
「問題の根 (コアとなる課題 )」 となる対策に、急を要する「応急

対策」については「最終の達成目標」を実現するための対策

に重点的に取り組む。」という方針に基づき、数値目標を設定

する重点施策の選定を行う事とした。

図 4に奈良県のプロジェクトから開発された業績指標。の設
定のプロセスを示す。

b)計画策定プロセスヘの職員の参画

計画策定における職員の参画のプロセスについては先述の

通りであるが、ここでは全庁職員が計画策定に参画する事の

利点について整理を行う。一つは総合性の確保の節で述ベ

たように、1)多様な主体によるアイディア生成が行われる事に

より計画の総合性を確保する事が可能になるという事である。

それ以外にも、計画策定のプロセスに参画することにより、2)

少なくともWSの間は防災の問題を真剣に考えざるを得なくな
る事から職員の防災意識の向上が図られる、3)WSという行政

における意志決定支援を行う上で有効な手法を体験・学ぶ事

により行政職員としての能力向上に繋がる、4)自 分たちが主

体的に計画策定に関わる事により、策定した計画が自分のも

のであるという「我が事意識」の醸成が図られ、各職員が在職

中は計画推進に寄与し、長期的な計画推進が担保される、と

いつた点が、全庁職員が参画して計画策定を行う事の利点と

して考えられる。

(5)長期的な視野を持つた計画的推進

奈良県では防災アクションプログラムの策定と平行して、

2005年度に、2035年までの 30年の計画年を持つ総合計画

(「やまと21世紀ビジョン」)並びに 5年間 (2006～ 2010年)の

実施計画の策定が行われた。奈良県総合計画の実施計画は、

防災アクションプログラムと同様、戦略計画に基づく計画体系

を持つており、防災に関する項 目として「災害に強い地域社

会」というPolたesレベルの施策が設定され、「自助共助等によ

る予防対策」「災害即応力の向上」「応急。復旧対策の推進」

「豪雨出水対策の推進」という施策が PrOgr枷 レベルで設定

されている。しかしながら、総合計画の Projectレ ベルの施策

として防災アクションプログラムで規定されている施策がいくつ

か掲載されているが、総合計画の施策体系と防災アクション

プログラムの施策体系は一致していない。

奈良県が総合計画に描かれたビジョンの完成を目指す

2035年頃は東南海・南海地震の発生確率が最も高まる時期
と重なつている。奈良県の防災対策も今後 30年という長いス
パンの中で考える必要のあるものであり、長期的な計画の推

進、予算の確実な確保という観点から考えると総合計画の中

に確実に位置づけた上で計画の推進を行つていく事が重要

であると考えられる。

6.まとめ

本論文では既存の都道府県の防災アクションプログラムの

分析を、1)計画の総合性、2)実効性の確保、3)長期的な視

野を持った計画的推進という観点から行い、以下のような結果

を得た。

1.計画の総合性に関して、「復興」、「人。モノ・体制の確保

(ロ ジスティクス )」 という項 目に対する「達成 目標 」

(Object市 es)が設定されていない自治体がある、という課題が

図 4業績指標の設定手法



存在する。

2.実効性の確保に関して、①「達成目標」(Obiect市 es)に

対応する業績指標が設定されていない、②計画の策定プロセ

スヘの他部局職員の参画が図られていない、という課題が存

在する。

3.長期的な視野を持つた計画的推準に関して、防災アクシ

ョンプログラムにより達成しようとする長期的な防災戦略が不

明確であり、またt計画の長期的な推進、予算の確保には不

可欠である、県の上位計画 (総合計画。「政策決定方針」)との

整合性が完全にはとられていない、という課題が存在する。

上記の課題の解決という観点から奈良県の防災アクションプ

ログラム策定の取り組みの特色について明らかにし、1)計画

の総合性、2)実効性の確保のための具体的な計画手法の提

示を行つた。

現在、本論文で検討を行つた都道府県の防災アクションプ

ログラム、さらには内閣府の防災戦略のように既存の法定計

画とは異なる様々な新しい計画が策定されるようになっている。

地域防災計画のような既存の法定計画と戦略計画・アクション

プログラムといった新しい計画が、それぞれ計画上どういった

位置づけを持つのか、といった日本の防災計画の全体構造、

考え方の整理が必要となつており、今後の課題としたい。

また、奈良県でのケーススタディーから開発された計画手

法の全国の都道府県、さらには市町村への展開についても検

討して行きたいと考える。
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補注

lly東
京都では 1971年 (昭和 46)に制定された「東京都震災予

防条例」の事業実行計画として 1973年 (昭和 48)以降、7次に

渡つて「東京都震災予防計画」を策定してきており、フィジカ

ルな防災まちづくりを進めるための実行計画としては「東京都

震災予防計画Jが先例として存在する。しかしながら、東京都
は 2000年 (平成 12)に先述の「東京都震災予防条例」を全面

的に改正し「東京都震災対策条例」を制定しており、改正され

た「東京都震災予防条例」には「東京都は、全国に先駆けて東

京都震災予防条例を制定し、予防対策重視の視点から地震に強

いまちづくりを進め、 (中略)行政主導の下で震災を未然に防
止し、最小限にとどめることを目指してきた。今後は、この取

組を一層進めるとともに、危機管理に重点を置いた応急対策及

び復興対策をも視野に入れた総合的震災対策の体系を構築し、

震災対策の充実及び強化に努めていくことが極めて重要であ

る。」 (下線は筆者)と あるように、1971年 制定の「東京都震

災予防条例」は予防対策を重視したものであり、総合的震災対

策を目指したものでは無かったとしている。従つて、1995年に

策定された「静岡県地震対策 300日 アクションプログラム」を

総合的な防災対策を進めるための最初のアクションプログラム

と考える。Ю)ll)2)

。)内閣府は死者数軽減に関する「被害軽減量」を算出する手法

についての資料を公開しているが、具体的な計画の策定手法に

ういての指針は示されていない 131。

131「総合性」の確保と、「実効性」・「計画的推進」を担保す

る計画の「戦略性」は対立する概念である 10。 この点について

はすでに既出の論文で指摘を行つており、「総合性」と「戦略

性」を両立させるための方法として、やるべき必要のある防災

対策の全体像を明らかにした長期的な視野を持った「総合的」

な対策を策定し、その「戦略的」実施計画として 5-10年の計画

期間を持つアクションプランを策定する、という考え方を提示

している 19。

N41以下の都道府県に対するヒアリング調査を行つていない理由

は下記の通りである。宮城県 :対象とするハザードが異なる、

山梨県 :計画期間を定めておらず他の防災アクションプログラ

ムと性質が異なる、滋賀県 :計画の構成が他の防災アクション

プログラムと異なる、東京都 :防災条例の実行計画である、徳

島県 :策定途上である。
51奈良県が調査を行つた防災アクションプログラム策定自治体

一覧に筆者が独自に追加調査をおこなつてまとめたものである。
161計画の対象に関する分類については、まえがき、計画の目的

に書かれている記述を元に分類を行つている。どの都道府県の

計画も地域の防災力の向上には自助・共助・公助を上手く組み

合わせて対策を行つていく事の重要性についての認識は共通で

ある。ここで行っている分類は、防災アクションプログラムに

記述されるアクションの「実施主体は誰か」という観点から行

っているものである。愛知県の計画のように計画の目的を「本

県の地震防災対策への積極的な取り組みを示すことによつて、

県民に安心していただく」と定義し、計画が県の行動計画であ

る事を明確に謳っている自治体も存在する。
17表 1に示した自治体に加えて、佐倉市、板橋区、荒川区等で

も防災条例が制定されている 10。

③ 業績指標はPerformance Measureの 日本語訳であり、成果指

標と訳される事もあるが、本論文では業績指標という言葉を使

うこととする。

9)アウトカムとは「サービスやプログラムがその目的、達成目

標をどの程度達成したか、顧客または社会に望ましぃ影響をど

の程度与えたかを計る測定方法のこと」
1つ であり、各施策、事

業 (prOgFamS,projects)の 実施状況を示す 「アウトプット」

指標とは異なる。
(Ю)論理の詳細については4章で詳述する。
。。以下の参考文献より筆者作成。3)、 12)、 18)-24)
は
'奈良県が設定した数値目標は行政自らが現状を改革する努
力目標として設定するストレッチターゲットと呼ばれるもので

ある。
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